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Ⅰ 平成30年度当初予算編成にあたっての基本的な考え方

Ⅱ 平成30年度当初予算（案）　平成29年度当初予算比較表

  １  総　括　表

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

繰越金

 ○　地域経済を活性化し、県内中小建設業に配慮した取組みの推進

Ａ－Ｂ   科   目

(単位 千円)

特　定　財　源

～法人二税の超過課税も活用し、災害に強い県土づくりや東京2020オリンピッ
  ク・パラリンピック競技大会の開催とその先を見据えた幹線道路の整備を推進～

１　安全・安心

 ○　地震や台風などの自然災害に強いまちづくりの推進

 ○　公共土木施設の老朽化対策や維持管理の着実な推進

２　県土・まちづくり

 ○　幹線道路の整備や総合的な交通ネットワークの形成

1,710,4003,057,661

 ○　特色ある地域づくりの総合的な推進

一 般 会 計 98,399,529 100,617,765 △2,218,236

    内   訳 比較増減

Ｂ

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8

97.8 13,639,198

37,594,771 △607,279 98.4

29,820,000

--102.0 271,228

3,328,889 843,000

15,897,988 15,591,098 306,890

38,245,780合 計 135,387,021 138,212,536 △2,825,515 98.0

36,987,492

16,968,087

Ａ Ａ／Ｂ

特

別

会

計

30,663,000 47,798,754

事 業 会 計

小   計

国庫支出金

一般財源

7,141,577

15,478,443

15,625,760

31,104,203

1,711,400

流 域 下 水 道
事 業 会 計

県営住宅管理

平成30年度当初予算の財源内訳

1,711,400

843,000

県    債 その他

1,000

47,798,754
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 ２   一  般  会  計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

7,141,577

特　定　財　源

7,141,577

776,636

855,911

2,301,977

29,715,000

183,082

-- 730,208

  内　　訳

(単位 千円)

平成30年度当初予算の財源内訳

下 水 道 費

土 木 管 理 費

道路橋りよう費

47,794,191

83,000 9,797,505

19,286,000

一般財源
  科　　目

住 宅 費

災 害 復 旧 費

土 木 費

一般会計　合計

448,352

1,032,912

都 市 行 政 費

7,430,635

15,466,007

公共土木施設
災 害 復 旧 費

13,472,448

使 途 を 指 定
し な い 収 入

都 市 計 画 費

10,840,223

98,123,216

河 川 海 岸 費

42,454

64,171

12,583,341

4,178,0002,004,980 6,981,050

港 湾 費

砂 防 費

597,0001,823,113 129,030

7,561,509

210.0

1,531,000 2,896,011366,846

11,597

2,577,0212,131,0002,274,262

4,487,309

1,909,000 5,169,576

166,750

13,305

615,430

3,853,637-- --

1,177,933

166,750

--

105,000 4,563

105,000 4,563--

--

△615,430--

13,639,198 47,798,75429,820,00098,399,529

--

276,313

276,313

276,313 -- 100.0

7,225,846

5,259,971

8,269,814

5,217,12137,942,373

3,865,234

2,431,989

38,849,860 △907,487 97.7

100,341,452 △2,218,236 97.8

14,208,396 △3,368,173 76.3

15,544,648 △78,641 99.5

4,738,619 521,352 111.0

△130,874 98.3

867,952 955,161

-- -- --

7,081,584 144,262 102.0

3,960,819 △95,585 97.6

276,313 -- 100.0

100,617,765 △2,218,236 97.8

7,528,065 741,749 109.9

その他Ａ－Ｂ Ａ／ＢＢＡ

比較増減

国庫支出金 県    債
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　３  流域下水道事業会計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8 11,618,962 3,853,637 3,906,505 1,710,400

5,595,569 5,800,895 △205,326 96.5 1,169,340 607,562 3,818,661 6

11,465,505 12,075,908 △610,403 94.9 10,449,622 44,421 87,844 883,618

3,200,654 3,299,094 △98,440 97.0 -- 3,200,654 -- --

827,776 827,776 -- 100.0 -- 1,000 -- 826,776

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8 11,618,962 3,853,637 3,906,505 1,710,400

　４  県営住宅管理事業会計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

15,897,988 15,591,098 306,890 102.0 10,445,060 4,002,812 1,449,116 1,000

6,925,440 6,521,582 403,858 106.2 5,475,324 -- 1,449,116 1,000

8,970,548 9,067,516 △96,968 98.9 4,967,736 4,002,812 -- --

2,000 2,000 -- 100.0 2,000 -- -- --

15,897,988 15,591,098 306,890 102.0 10,445,060 4,002,812 1,449,116 1,000

予 備 費

県営住宅管理事業会計　合計

事業収入 繰 入 金 その他

県営住宅管理事業費

住 宅 管 理 費

公 債 費

(単位 千円)

平成30年度当初予算の財源内訳

特　定　財　源

繰 越 金
  科   目 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

Ａ－Ｂ

(単位 千円)

ＢＡ

流域下水道建設費

流域下水道管理費

  科   目

平成30年度当初予算の財源内訳

特　定　財　源

繰 入 金 その他
繰 越 金

Ａ／Ｂ
分担金及び
負  担  金

     内   訳 比較増減

比較増減

公 債 費

流域下水道事業会計　合計

流域下水道事業費

     内   訳

予 備 費
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一　般　会　計

河川海岸

砂　　防

港　　湾

都市公園

市街地再開発等

鉄　　道

公営住宅

災害復旧

道路国直轄

河川国直轄

海岸国直轄

　国直轄計

流域下水道事業会計

相 模 川

酒 匂 川

前年度対比

公共ａ 県単ｂ 計ｃ

５　公共・県単独土木事業総括表内訳（一般会計・流域下水道事業会計）

（単位:千円、％）

公共Ａ 県単Ｂ 計Ｃ Ａ／ａ Ｂ／ｂ Ｃ／ｃ

区 分

平成30年度当初予算額 平成29年度当初予算額

101.1 102.038,884,439 29,919,050 68,803,48939,309,382 30,509,658 69,819,040 101.5

18,593,517 15,587,284道路橋りよう 18,643,744 15,557,030 34,200,774 100.3 99.8 100.1

〔国直轄を除く〕 〔9,573,577〕 〔15,557,030〕 〔25,130,607〕

34,180,801

100.5 99.8〔9,523,350〕 〔15,587,284〕 〔25,110,634〕

6,534,674 6,637,046 13,171,720 6,459,923 6,985,089

100.1

101.2 95.0 98.0

〔5,130,616〕 〔6,985,089〕

13,445,012

〔国直轄を除く〕 〔5,205,367〕 〔6,637,046〕 〔11,842,413〕

5,832,070 1,557,249 7,389,319

101.5 95.0 97.7〔12,115,705〕

375,000 1,248,018 1,623,018

99.4 94.1 98.35,864,978 1,655,346 7,520,324

697,871 720,852 1,418,723

335,000 307,823 642,823

695,172 716,304

405.4 252.5111.9

3,759,056 202,702 3,961,758

100.4 100.6 100.51,411,476

-- 4,329,565 4,329,565

105.0 88.2 104.03,578,400 229,702 3,808,102

102.2 102.2

3,216,967 230,883 3,447,850

---- 4,235,281 4,235,281

103.5

250,000 26,313 276,313 250,000 26,313

131.33,107,449 175,908 3,283,357

〔29,919,050〕 〔58,404,015〕

105.0

100.0 100.0 100.0276,313

〔28,909,908〕 〔30,509,658〕 〔59,419,566〕 〔101.5〕 〔102.0〕 〔101.7〕〔28,484,965〕

9,070,167 -- 9,070,1679,070,167 -- 9,070,167 100.0 -- 100.0

1,169,307 -- 1,169,3071,169,307 -- 1,169,307 100.0 -- 100.0

160,000 -- 160,000160,000 -- 160,000 100.0 -- 100.0

10,399,474 -- 10,399,47410,399,474 -- 10,399,474 100.0 -- 100.0

5,082,617 153,928 5,236,5454,873,663 153,928 5,027,591 95.9 100.0 96.0

1,220,400 33,500 1,253,900

101.7 107.2 101.83,593,171 112,310 3,705,4813,653,263 120,428 3,773,691

81.9 80.5 81.91,489,446 41,618 1,531,064

　国直轄を除く
　一般会計  計

100.5 102.0 101.174,040,03443,967,056 30,072,978　合　　　計 44,183,045 30,663,586 74,846,631
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Ⅲ　平成30年度　県土整備局主要事業体系図

【事業の効果が及ぶ区域】
① 全市町村、② 政令市を除く市町村、③ 政令市・中核
市を除く市町村、④ 政令市・中核市・保健所政令市を除
く市町村、⑤ 横浜市、川崎市を除く市町村、⑥ 町村の
み、⑦ 特定市町村、⑧ その他

みどり豊かで美しいまちづくり①

４ 公共土木施設の維持補修①

５ 安全で円滑な交通環境の確立 （１）

地震や津波に対する対策の推進①

公共交通の安全・安定輸送の確保と
利便性の向上①

７

（４）相模連携軸整備の推進①

特色ある地域づくりの総合的な
推進

（１）
京浜臨海部の活性化を支える交通基盤の
整備促進①

21

交通安全施設などの整備①

（２）

６ 道路施設の適正な維持管理①

22

持続可能な都市づくりに向けた適正で合理的な土地利用の推進①⑦

施工時期の平準化に向けた取組み①

流域下水道事業の公営企業会計移行に向けた取組み①

17

（２）

20

県
 
土
 
・
ま
 
ち
 
づ
 
く
 
り

１ 災害に強いまちづくり （１）

（２）

（７）

（２）

自然環境に配慮したまちづくり

ゲリラ豪雨などによる自然災害に対する未然防止
対策の推進①

安

全

・

安

心

（３）治水対策の推進①

（４）土砂災害防止施設の整備など①

（５）海岸保全施設などの整備①

（６）水辺施設の保全の推進①

建築物などの耐震化の推進①⑦ 

（８）都市防災の推進①

（９）緊急輸送道路などの整備①

２ 災害時応急活動体制の強化 （１）災害時の情報収集・提供体制の充実①

災害時の道路確保体制の強化①

（３）被災建築物などの危険度判定実施体制の整備①

（４）大規模災害後の復旧・復興対策の推進①

３ 被災地・被災者の支援⑧

（１）ひとや自然にやさしい水辺づくり①

（２）みどりを保全・活用するまちづくり①

（３）県立都市公園などの整備①

８ 山・川・海の連続性をとらえた
「川づくり・なぎさづくり」

（１）砂浜の回復と保全①

（２）相模川・酒匂川の総合土砂管理①

９

10

地域の活力を支える総合的な交通ネットワークの形成①

13

道路をより使いやすくする取組み①12

「かながわのみちづくり計画」に基づく幹線道路網の重点整備①

11 政令市の幹線道路整備への支援①

16 心豊かで安全・安心な住まいづ
くり

14 快適な生活を支える下水道の
整備・充実など

（１）下水道整備の推進①

（２）資源の有効利用①

15 地域の個性を生かした市街地の
整備

（１）土地区画整理事業による良質な都市空間の形成①

（２）既成市街地の再整備による都市機能の更新①

健康で安心して住み続けられる団地再生①

安全・安心に配慮した住まいづくり①

（３）公的住宅の整備・管理①

（４）

（１）

居住コミュニティの創出に向けた住まいづくり①

（２）

18 エネルギー政策の推進①

19

東京2020オリンピック競技大会・セーリング競技開催に向けた取組み①

交流と連携を支える鉄道網の整備①

（３）地域資源を活用したにぎわい拠点づくり①

（５）みなとまちづくりの推進①
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Ⅳ　県土整備局主要事業の概要

（ ）

（ ）

〔 〕

〔 〕

〔 〕

イ　首都高速道路建設事業出資金

　津波や高潮等による被害を防止・軽減するための海岸・港湾施設の整備や、避難場所とな
る都市公園の整備、災害時における緊急輸送道路となる道路、橋りょう等の安全性向上のた
めの取組みを推進する。
　また、大規模災害からの復旧・復興に資する地籍調査を着実に促進する。このうち、津波
による浸水が想定される相模湾沿岸の都市部を「緊急重点地域」と位置づけ、市町による集
中的、効率的な地籍調査の促進を図る。〔 付属資料Ｐ1・資料1 〕

267,796千円

(　)内の金額は再掲を示す。

42,324,978千円

13,495,703千円

5,863,498千円

39,565,825千円

2,184,000千円

１　災害に強いまちづくり

(3)　治水対策の推進

(1)　地震や津波に対する対策の推進

(2)　ゲリラ豪雨などによる自然災害に対する未然防止対策の推進

◎　安全・安心

ア　公共・県単独土木事業

ウ　地籍調査費

1,169,307千円

　一級河川多摩川、相模川及び鶴見川の国直轄河川の改修等の経費を負担する。

エ　その他事業

ア　河川改修事業費

イ　河川関係国直轄事業負担金

13,499,239千円

307,357千円

イ　その他事業

　骨格的な大河川については、100～150年に一度の降雨に、中小河川については、４～10年
に一度の降雨に対応するため、河道改修や遊水地等の整備を河川環境に配慮しながら推進す
る。
　このうち、「都市河川重点整備計画（新セイフティリバー）」に位置付けた、都市化の進
展が著しい地域を流れる河川の整備を重点的に進める。

3,536千円

　ゲリラ豪雨や台風等による災害の未然防止を図るため、平成22年３月に策定した「都市河
川重点整備計画（新セイフティリバー）」を着実に推進する。
　また、平成27年９月の鬼怒川での堤防決壊等を踏まえ、浸水被害を軽減するソフト対策の
充実強化のため、浸水想定区域図の見直しや水位観測施設の増設などを進める。
　さらに、土砂災害防止施設の整備を着実に進めるとともに、急傾斜地の土砂災害特別警戒
区域の基礎調査を推進するなど、ハード・ソフトの両面からの総合的な土砂災害対策に取り
組む。〔 付属資料Ｐ2・資料2 〕

付属資料Ｐ3・資料3

付属資料Ｐ5・資料4

付属資料Ｐ7・資料5

ア　公共・県単独土木事業

矢上川〔矢上川地下調節池〕

≪都市河川重点整備計画（新セイフティリバー）の推進≫

引地川〔下土棚遊水地〕等76箇所
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〔 〕

〔 〕

　

粟田２丁目Ｆ地区等190箇所

160,000千円

(4)　土砂災害防止施設の整備など

(5)　海岸保全施設などの整備

(6)　水辺施設の保全の推進

付属資料Ｐ13・資料8

西湘海岸

ウ　沿道建築物耐震化支援事業費

5,443千円

8,287千円

エ　宅地耐震化推進事業費 15,000千円

(7)　建築物などの耐震化の推進

ア　大規模建築物耐震化支援事業費

イ　沿道建築物耐震化補助事業費

イ　河川修繕費 酒匂川等134箇所 2,632,604千円

86,428千円

4,404,479千円

ア　河川管理費 403,758千円

新崎川等45箇所

付属資料Ｐ9・資料6

付属資料Ｐ11・資料7

687,427千円

エ　道路災害防除事業費 国道134号等65箇所 3,000,000千円

537,049千円

キ　海岸補修費

2,514,695千円

196,916千円

藤沢海岸等12箇所

オ　港湾補修費

ク　海岸維持管理費

エ　三保ダム管理費

イ　地すべり対策事業費

205,322千円

早雲山等７箇所

　急傾斜地や道路法面などの土砂災害による被害を防止するため、施設の整備を推進する。
　また、土砂災害警戒区域等の早期指定完了に向け、急傾斜地の土砂災害特別警戒区域の基
礎調査を推進するなど、ハード・ソフト両面からの総合的な土砂災害対策を進める。

カ　港湾維持管理費

ア　砂防事業費

湘南港等４箇所

　安全で安心できる河川、海岸及び港湾を維持するため、既存施設の適正な維持管理による
施設の保全を推進するとともに、相模湖、津久井湖の水質を維持するために設置したエアレ
ーション施設などの管理を行う。

179,542千円

1,554,829千円

225,100千円

ウ　城山ダム管理費

ウ　急傾斜地崩壊対策事業費

　津波や高潮等による被害を防止・軽減するため、養浜や護岸の改良等を実施する。

茅ヶ崎海岸等12箇所ア　海岸高潮対策費

イ　海岸関係国直轄事業負担金

121,885千円

　建築物等の耐震化を推進するため、避難確保上特に配慮を要する者が利用する病院・福祉
施設などの大規模建築物の耐震改修への補助と、災害時の救命活動や物資輸送を行うための
緊急輸送道路の沿道建築物の耐震診断・耐震改修への補助などを行う。
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( )

( )

( )

( )

〔 〕

( )

( )

( )

( )

( )7,663,333千円

(3)　被災建築物などの危険度判定実施体制の整備

3,278千円

　地震災害時に被災建築物などの危険度判定等を的確に行うため、建築物の応急危険度判定
制度及び宅地の被災宅地危険度判定制度の充実を図る。

  ・　既存建築物防災震後等対策費

県道78号（御殿場大井）〔足柄大橋〕等35箇所

県道26号（横須賀三崎）〔三浦縦貫道路Ⅱ期〕等20箇所

境川遊水地公園等27公園

2,887,654千円

46,800千円

（都）横浜藤沢線等23箇所

（都）穴部国府津線他

付属資料Ｐ14・資料9

1,916,000千円

ア　道路災害防除事業費

イ　橋りよう補修費

ウ　電線地中化促進事業費

エ　道路改良費

ア　水防情報基盤緊急整備事業費 早川等29箇所

　・　路面補修機械維持整備費

103,670千円

２　災害時応急活動体制の強化

1,382,527千円

ア　街路整備費

イ　立体交差事業費

ウ　公園整備費

40,130千円

2,223,000千円

国道255号等10箇所

(8)　都市防災の推進

255,000千円

　災害時における火災の延焼遮断帯、避難路となる都市計画道路や、広域避難場所、広域応
援活動拠点となる都市公園等の整備を行い、防災空間の確保を図る。

(9)　緊急輸送道路などの整備

国道134号等47箇所

県道54号（相模原愛川）〔馬渡橋〕等２箇所

オ　橋りよう整備費

　災害時の各種応急対策活動を迅速に行えるよう、緊急輸送道路となる道路、橋りょう等の
安全性の向上やネットワークの強化を図る。

2,184,000千円

527,000千円

カ　首都高速道路建設事業出資金

キ　道路関係国直轄事業負担金

　円滑・迅速な避難や水防活動を支援し、水害等を軽減するために、水位観測施設の整備を
行うなど、河川防災情報の充実を図る。

(1)　災害時の情報収集・提供体制の充実

4,121,050千円

31,804千円

　緊急時の迅速な対応を図り、災害時における道路の安全を確保するため、道路パトロール
車などの緊急車両の整備を行う。

イ　水防施設維持費

(2)　災害時の道路確保体制の強化
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( )

( )

　

(4)　大規模災害後の復旧・復興対策の推進

３　被災地・被災者の支援

 ・　東日本大震災避難者住宅借上費 30,918千円

　東日本大震災の被災者に対して、災害救助法に基づく応急仮設住宅を引き続き提供する。

ウ　津久井合同庁舎新築工事費

４　公共土木施設の維持補修
　高度経済成長期に多く建設された橋りょう・トンネル等道路施設の高齢化が、今後、急速に
進行することから、道路施設ごとに長寿命化計画を策定し、これに基づく定期点検と予防保全
型の修繕を実施し、安全・安心な道路利用環境を確保するほか、河川や海岸などを含めて公共
土木施設の維持補修を推進する。

 ・　公共・県単独土木事業 17,047,553千円

　県地域防災計画に位置づけられている避難対策の応急仮設住宅について、迅速かつ適切に
供給するため、応急仮設住宅配置計画作成上の配慮事項等を整理し、応急仮設住宅の質の向
上を図る。

70,101千円

ア　災害時応急仮設住宅建設対策費 992千円

ア　交通安全施設等整備費 2,977,452千円

イ　交通安全施設補修費 1,309,846千円

  通学路における歩道整備や防護柵設置等により、安全な歩行空間を確保するとともに、交
差点の改良等に取り組む。

(1)　交通安全施設などの整備

　津波による浸水が想定される相模湾沿岸の都市部を「緊急重点地域」と位置づけ、市町に
よる集中的、効率的な地籍調査を促進することにより、迅速な復旧・復興に寄与する基礎資
料の充実を図る。

イ　緊急重点地域地籍調査費補助

ア　ホームドア設置促進事業費補助

県道215号（上宮田金田三崎港）等134箇所

県道604号（愛甲石田停車場酒井）等72箇所

長津田駅（東急田園都市線）等６駅

234,566千円

イ　鉄道駅舎垂直移動施設整備事業費補助 24,999千円

(2)　公共交通の安全・安定輸送の確保と利便性の向上

　駅ホームからの転落防止対策等のため、鉄道事業者が行うホームドアの設置に対し補助を
行うことで早期の設置を促進し、公共交通の安全・安定輸送の確保と利便性の向上を図る。

44,000千円

　津久井合同庁舎は、建築後40年以上経過し、施設の老朽化が進んでいることなどから新築
工事を行う。

５　安全で円滑な交通環境の確立
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（ ）

〔 〕

( )

( )

( )

　

〔 〕

(1) ひとや自然にやさしい水辺づくり

ケ　交通安全施設等維持管理費 553,873千円

338,000千円

349,641千円

・　砂防林事業費

ア　河川環境整備事業費

　河川等において、多様な生物の生育環境を大切にしながら、いこいと親しみある空間を創出
するなど、ひとや自然にやさしい水辺づくりを進める。

(2) みどりを保全・活用するまちづくり

エ　砂防環境整備費

　県民のいこいの空間となる都市公園等を様々な手法を活用しながら整備するとともに、新た
な利用者ニーズに対応した既設公園の再整備をはじめ、公園施設のユニバーサルデザイン化、
防災機能の強化などにより公園機能の充実を図り、魅力ある都市公園などを整備する。

相模川等３箇所

水無川等17箇所

40,000千円

280,000千円

相模湾の浜辺のみどりを保全するため、湘南海岸における砂防林の保護育成を進める。

小出川等６箇所

73,000千円

ウ　河川再生事業費 堀割川

国道129号等109箇所

145,714千円

ア　道路補修費

　道路の安全性の向上や橋りょうの長寿命化等を図るため、各種道路施設の点検や維持修繕な
ど、予防保全の考えに基づく適正な維持管理を進める。

4,248,360千円

3,000,000千円

2,369,000千円ウ　橋りよう補修費

カ　橋りよう維持管理費

キ　街路樹維持管理費

10,500千円

45,624千円

1,309,846千円

県道78号（御殿場大井）〔足柄大橋〕等46箇所

県道608号（平塚停車場袖ケ浜）等42箇所

イ　道路災害防除事業費

(3) 県立都市公園などの整備

６　道路施設の適正な維持管理

エ　街路樹維持事業費

オ　道路維持管理費

イ　河川改修事業費

　・　公園整備費 境川遊水地公園等27公園 1,382,527千円

付属資料Ｐ18・資料11

県道604号(愛甲石田停車場酒井)等72箇所

７ 自然環境に配慮したまちづくり

ク　交通安全施設補修費

国道134号等65箇所

付属資料Ｐ16・資料10

◎　県土・まちづくり
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〔 〕

( )

( )

（ ）

23,054千円

900千円

　利便性の高い鉄道網の整備を促進するため、東海道新幹線新駅について、設置に向けた活動
を行うとともに、リニア中央新幹線について、東海旅客鉄道株式会社から受託している用地取
得業務を進める。
　また、横浜市西部地区及び県央部と東京都心部との交通利便性の向上等を図るため、神奈川
東部方面線の整備に対して補助を行う。

ウ　リニア中央新幹線推進対策費

600千円

　美しい砂浜を回復・保全するため、ダムや河川内の堆積土砂等を利用し、養浜を主体とす
る海岸侵食対策を行う。

付属資料Ｐ20・資料12

カ　村岡・深沢地区拠点づくり実現化推進事業費

4,070,000千円オ　神奈川東部方面線整備費補助

キ　生活交通確保対策費補助

ク　東京都市圏交通計画検討調査費 80,220千円

160,000千円

(2)　相模川・酒匂川の総合土砂管理

茅ヶ崎海岸等10箇所ア　海岸高潮対策費

イ　海岸関係国直轄事業負担金

エ　受託リニア中央新幹線建設推進事業費 473,501千円

1,000千円

イ　河川修繕費

公共交通の充実・確保など

　山から海までの土砂環境の健全化に向け、相模川では、「相模川流砂系総合土砂管理計
画」に基づき、河道域への置き砂を実施し、酒匂川では、「酒匂川総合土砂管理プラン」に
基づき、河道域への置き砂や河床整理を実施する。

８　山・川・海の連続性をとらえた「川づくり・なぎさづくり」

(1)　砂浜の回復と保全

483,609千円

イ　相模線複線化促進事業費

ア　東海道新幹線新駅設置推進対策費

９　地域の活力を支える総合的な交通ネットワークの形成

2,800千円

264,000千円相模川、酒匂川

ア　川づくり推進費 相模川、酒匂川 117,008千円
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〔 〕

県道603号（上粕屋厚木）

〔 〕

〔 〕

2,184,000千円

7,080,170千円

高速横浜環状北西線など首都高速道路株式会社が行う道路の建設事業に対し出資する。

9,070,167千円

（都）丸子中山茅ヶ崎線

（都）城山多古線他等23箇所

公共事業等の実施に先立って調査を行うことにより、道路整備事業の円滑な推進を図る。

10　「かながわのみちづくり計画」に基づく幹線道路網の重点整備

カ　道路関係国直轄事業負担金

キ　公共事業等先行調査費（道路整備）

付属資料Ｐ27・資料16

オ　首都高速道路建設事業出資金

40,130千円

ア　道路改良費

イ　街路整備費

県道26号（横須賀三崎）〔三浦縦貫道路Ⅱ期〕

横浜湘南道路など国が行う国道の整備に要する費用の一部を道路法に基づき負担する。

69,700千円

県道54号（相模原愛川）〔馬渡橋〕等２箇所

2,932,654千円

県道611号（大山板戸）

ウ　橋りよう整備費

エ　立体交差事業費

（都）横浜藤沢線

（都）安浦下浦線

（都）穴部国府津線他等２箇所

4,735千円

（都）曽屋鶴巻線

付属資料Ｐ23・資料14

付属資料Ｐ25・資料15

県道42号（藤沢座間厚木）〔綾瀬スマートインターチェンジ関連〕

県道731号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕等36箇所

　県民生活の利便性向上や地域経済の活性化を図るとともに、東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の開催効果を県内に波及させるため、「かながわのみちづくり計画」に基づ
き、幹線道路網の整備を推進する。〔 付属資料Ｐ21・資料13 〕
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( )

〔 〕

( )

〔 〕

〔 〕

左岸処理場、右岸処理場

14　快適な生活を支える下水道の整備・充実など

イ　酒匂川流域下水道建設事業費

　資源の有効利用のために、下水汚泥の建設資材としての活用を推進する。

　幅が広く段差のない誰もが歩きやすい歩道の整備や、街路樹の整備などにより、安全で快適
なみち空間の形成を行う。

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催とその先を見据え、国内外からの来
訪者に「わかりやすい道路標識」とするため、「英語表記」や「観光地表記」等の改善を推進
する。
　また、道の駅「（仮称）サザン茅ヶ崎」において、茅ヶ崎市と連携して整備する。

  安全で快適なみち空間の形成

389,800千円

(1)　下水道整備の推進

3,678,691千円

1,221,400千円

左岸処理場、右岸処理場

12　道路をより使いやすくする取組み

　政令市において実施する、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた幹線道
路の整備事業に対し、法人二税の超過課税を活用して補助する。

480,000千円・　政令市道路整備臨時補助金

13　みどり豊かで美しいまちづくり

　県民の水資源である相模川・酒匂川流域において、水質保全及び生活環境の改善を図るた
め、流域下水道の汚水処理施設の整備等を推進する。

202,483千円

(2)　資源の有効利用

　・　相模川・酒匂川流域下水道管理事業費（下水汚泥の有効活用）

・　交通安全施設等整備費

ア　交通安全施設等整備費

付属資料Ｐ31・資料18

付属資料Ｐ33・資料19

ア　相模川流域下水道建設事業費

11　政令市の幹線道路整備への支援

県道215号（上宮田金田三崎港）等134箇所

県道608号（平塚停車場袖ケ浜）等42箇所

国道134号道の駅「（仮称）サザン茅ヶ崎」等５箇所

338,000千円

2,977,452千円

付属資料Ｐ29・資料17

イ　街路樹維持事業費
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〔 〕

〔 〕

イ　住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業費 1,901千円

　民間賃貸住宅への入居に関して、賃貸人から拒否感を持たれることが多い高齢者等の住宅
確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保するため、住宅確保要配慮者の入居を拒まない
賃貸住宅の登録事務などを行い、住宅のセーフティネット機能の強化を図る。

　県営住宅を高齢者等が健康で安心して住み続けられる「健康団地」として再生するため、
空き住戸を活用し、高齢者の支え合い活動の拠点等を整備する。

ア　住宅施策推進費 4,530千円

　神奈川県住生活基本計画等の取組みを促進するため、住宅確保要配慮者への支援やサービ
ス付き高齢者向け住宅の登録事務などを行う。

(1)　土地区画整理事業による良質な都市空間の形成

・　団地再生整備費

(1)　健康で安心して住み続けられる団地再生

ア　公営住宅整備事業費

市が施行する土地区画整理事業に対し、県道整備費相当額を負担する。

　県営住宅の長期的な維持管理の視点から、効率的・効果的な運営を図るため、県営住宅ス
トック総合活用計画に基づき、老朽化した県営住宅の建替えや改修工事を行う。

21,894千円

・　建替え　　万騎ヶ原団地ほか３団地　　263戸

(2)　既成市街地の再整備による都市機能の更新

・　個別改善　いちょう下和田団地ほか３団地　408戸

ア　組合等区画整理事業費補助

付属資料Ｐ37・資料21

511,800千円

　産業用地等の創出を図るため土地区画整理事業を行う組合等に対し、都市計画道路整備費
相当額を補助する。

森の里東地区（厚木市）等２地区

イ　都市整備関連道路整備事業負担金 180,000千円

16　心豊かで安全・安心な住まいづくり

3,216,967千円

2,964,460千円

(3)　公的住宅の整備・管理

北部第二（三地区）地区（藤沢市）

(2)　安全・安心に配慮した住まいづくり

　市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、市街地再開発事
業を行う組合等に対し補助する。

小杉町３丁目東地区（川崎市）等８地区 付属資料Ｐ35・資料20

・　市街地再開発事業費補助

15　地域の個性を生かした市街地の整備
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エ　公営住宅借上事業費

　高齢者向けの優良な賃貸住宅を提供する民間オーナーに対して家賃の一部を補助すること
により、入居者の家賃負担の軽減を図る。

ウ　県住宅供給公社賃貸住宅建設資金等利子補給費

　県営住宅の既存ストックを効率的・効果的に活用し、長寿命化を図るための計画修繕など
を行う。

　少子高齢化が本格化する中で、子どもから高齢者までの多世代が互いに支え合い、誰もが
いきいきと生活できる「多世代居住のまちづくり」を推進するため、担い手養成講座等によ
る普及啓発や人材育成等を行う。

・　多世代居住のまちづくり推進費 5,900千円

296,826千円

　住宅に困窮する低額所得者に対する良好な住環境の提供を図るため、民間活力を活用した
借上制度により県営住宅の提供を行う。

292,166千円

　県住宅供給公社賃貸住宅の建替事業等にかかる金融機関からの借入れ資金に対して利子補
給する。

オ　高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策費補助

(4)　居住コミュニティの創出に向けた住まいづくり

73,506千円

3,479,957千円イ　公営住宅等維持修繕費

-15-



( ）

( ）

( ）

( ）

（ ）

（ ）

（ ）

( ）

( ）

( ）

( ）

( ）473,501千円

新

湘南港等２箇所

真鶴港等４箇所

　リニア中央新幹線の整備や東海道新幹線の新駅設置などを促進し、全国との交流連携の窓
口となる南北２つのゲートを中心としたネットワーク型都市圏の形成に取り組み、県央・湘
南都市圏のポテンシャルのさらなる向上につなげる。

(2)　交流と連携を支える鉄道網の整備

・　首都高速道路建設事業出資金

17　特色ある地域づくりの総合的な推進

(1)　京浜臨海部の活性化を支える交通基盤の整備促進

(3)　地域資源を活用したにぎわい拠点づくり

イ　リニア中央新幹線推進対策費

ア　東海道新幹線新駅設置推進対策費

ア　環境共生モデル都市圏形成事業推進費 9,513千円

　県央・湘南都市圏の一層の発展をめざし、相模線の複線化促進や、東海道新幹線新駅誘致
地区を中心とするツインシティについて、平塚市大神地区の土地区画整理事業を促進するな
ど、環境と共生する魅力あるまちづくりを進め、交流と連携を実現するネットワーク型都市
圏の形成を図る。
　また、ツインシティへアクセスする交通ネットワークを形成する相鉄いずみ野線の延伸検
討等を行う。

(4)　相模連携軸整備の推進

37,000千円

178,000千円ウ　地すべり対策事業費

エ　相模線複線化促進事業費

　葉山、湘南、大磯、真鶴の４港を拠点とした地域の個性ある発展を図るため、みなとの資
産を生かし地域を活性化するみなとまちづくりを進める。

カ　受託リニア中央新幹線建設推進事業費

2,184,000千円

　国家戦略総合特区指定や東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催を踏まえ、
東名高速道路と京浜臨海部とを結ぶ高速横浜環状北西線などの整備を促進する。

2,800千円

ア　公園整備費

2,800千円

(5)　みなとまちづくりの推進

ウ　東海道新幹線新駅設置推進対策費

オ　リニア中央新幹線推進対策費

1,000千円

イ　土地区画整理事業費補助(地方道路)(工事費) 251,160千円

ウ　受託リニア中央新幹線建設推進事業費 473,501千円

900千円

900千円

一部

ア　港湾改修費

イ　港湾修築費

375,000千円

148,573千円

城ケ島公園

大涌沢等２箇所

イ　道路改良費

県道26号（横須賀三崎）〔三浦縦貫道路Ⅱ期〕等４箇所　

　「新たな観光の核づくり」を支える取組みとして、城ケ島公園（三浦市三崎町城ケ島）の
利便性向上のための整備を進めるとともに、「城ケ島・三崎」、「大山」へのアクセスを強
化する三浦縦貫道路Ⅱ期や大山バイパスの整備を推進する。
　また、県西地域の活性化に寄与する取組みとして、南足柄市と箱根町を連絡する道路の整
備を推進するとともに、箱根の大涌谷を訪れる観光客の安全性の向上を図るため、大涌沢等
の地すべり対策を進める。

3,888,500千円
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( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

　

【 】

※イは、平成29年度補正予算（１月専決処分）

550,000千円

新

新

ウ　相模川流域下水道建設事業費

エ　酒匂川流域下水道建設事業費

ア　港湾改修費

イ　港湾修築費

ウ　港湾補修費

江の島大橋改修工事

湘南港トイレ改修工事設計等

湘南港浮桟橋等補修工事

エ　セーリングセンター（仮称）整備費

356,000千円

82,000千円　・　公営企業会計移行事業費

　東京2020オリンピック競技大会・セーリング競技の円滑な実施を支えるとともに、将来にわ
たってレガシーとして活用する湘南港の港湾施設等を整備・改修する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔　付属資料Ｐ39・資料22　〕

225,000千円

新 46,700千円

イ　公園整備費

18　エネルギー政策の推進

　市町村と連携を図りながら、土地利用や建物用途などの実態調査結果をとりまとめ、都市
計画決定・変更等を行うための基礎資料を作成する。
　また、地籍調査を実施する市町への支援を行うとともに、県が指定した路線毎の道路の位
置・種類を明示した台帳（指定道路図）等を整備することにより道路に関する情報の適正な
管理を行い、建築活動の円滑化を図る。

21　流域下水道事業の公営企業会計移行に向けた取組み

ウ　指定道路図・指定道路調書整備事業費

197,695千円

71,435千円

イ　地籍調査費補助

1,944,620千円

106,783千円

188,000千円

ア　都市計画調査費

20　東京2020オリンピック競技大会・セーリング競技開催に向けた取組み

19　持続可能な都市づくりに向けた適正で合理的な土地利用の推進

11,800千円

22　施工時期の平準化に向けた取組み
　建設現場の効率化や生産性の向上、業務の分散による休日の確保など、労働者の処遇改善に
もつながるため、発注や工期の平準化に取り組む。

ア　12ヶ月未満の工事に係る債務負担行為の設定

イ　国の交付金事業に係るゼロ県債の設定 770,000千円

2,200,500千円

　平成32年４月までに公営企業会計への移行に向けて、固定資産台帳整備や財務諸表の作成等
が必要となるため、資産調査・評価及び公営企業会計システムの構築等を行う。

65,120千円

16,880千円

489,600千円

ア　交通安全施設等整備費

　省エネルギー化や環境負荷の低減を図るため、道路や都市公園においてＬＥＤ照明灯等の整
備を推進する。また、流域下水道の整備にあたり、省エネ型の散気装置の導入などにより、消
費電力の抑制を図る。

資産調査・評価費等

システム構築費
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